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平成１８年５月１５日 県政記者クラブ配布資料

担当課・担当名 担 当 者 氏 名 内線番号

市町村課 財政担当 チーフ 三宅 晋平 ２３６９

平成１８年度岐阜県内市町村の当初予算の概要について

第１ 普通会計
平成１８年度の岐阜県内４２市町村（２１市１９町２村）の普通会計における当初予算の状況は、次のとお

りとなっています。

普通会計 ･･･ 一般会計に公営事業会計（公営企業会計、収益事業会計、保険等事業会計等）を除いた特別会計を加えたもの

～ 予算規模は、前年度当初予算と比べて０．４％の減少 ～１ 予算規模

当初予算の規模は、歳入・歳出総額が７，３３２億１９百万円で前年度と比べて０．４％の減となってい

ます。

（単位：百万円、％）【表１ 当初予算規模の状況】

地方財政
( )当初予算規模 対前年度伸率 参考

計画伸率

平成１８年度 ７３３，２１９ △０．４ △０．７

平成１７年度 ７３６，３４２ △４．３ △１．１

～ 地方交付税・臨時財政対策債合計が、前年度当初予算と比べて２．７％の減少 ～２ 歳入

歳入の主な内訳・内容は、次のとおりです。

（単位：百万円、％）【表２ 歳入の状況】

平 成 １８ 年 度 平 成 １７ 年 度

対前年度伸率 対前年度伸率
予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比

地方財政計画 地方財政計画当初予算 当初予算

一 般 財 源 ４６４，９２２ ６３．４ １．６ ４５７，５３３ ６２．１ １．２

地 方 税 ２６７，７５９ ３６．５ １．０ ２．２ ２６５，１２２ ３６．０ ０．６ ２．２

内 １３５，８３２ １８．５ △ １．０ △ ５．９ １３７，２７１ １８．６ ０．０ ０．１地 方 交 付 税

２５，４１３ ３．５ ４５．６ １０２．６ １７，４５２ ２．４ ３１．０ ６０．８地 方 譲 与 税

訳 １４，９６７ ２．０ １０７．１ ８５．９ ７，２２８ １．０ １１６．１ １１０．１うち所得譲与税

そ の 他 ３５，９１８ ４．９ △ ４．７ ３７，６８８ ５．１ △ １．０

２０，４４６ ２．８ △ １．２ ０．１ ２０，６９７ ２．８ △ １．２ ０．１使 用 料 ・ 手 数 料

国 庫支出金 ５１，０７６ ７．０ △ ５．０ △ ８．９ ５３，７９２ ７．３ △ ４．７ △ ７．６

県 支 出 金 ４１，５８０ ５．７ ６．９ ３８，８８４ ５．３ △ ２．７

財 産 収 入 ３，０８７ ０．４ ９．７ ２，８１３ ０．４ △２９．０

地 方 債 ６６，７２８ ９．１ △ ７．５ △１１．８ ７２，１５０ ９．８ △１２．８ △１３．３

うち臨財債 ２４，１４４ ３．３ △１１．１ △ ９．８ ２７，１６９ ３．７ △２４．５ △２３．１

そ の 他 ８５，３８０ １１．６ △ ５．６ ９０，４７３ １２．３ △２０．１

歳 入 総 額 ７３３，２１９ １００．０ △ ０．４ △ ０．７ ７３６，３４２ １００．０ △ ４．３ △ １．１

+ １５９，９７６ ２１．８ △ ２．７ △ ６．５ １６４，４４０ ２２．３ △ ５．０ △ ４．５うち交付税 臨財債

（注）１ 一般財源のうち「その他」は、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税

交付金、自動車取得税交付金及び地方特例交付金の合計金額です。

２ 「国庫支出金」には、交通安全対策特別交付金及び国有提供施設等所在市町村助成交付金を含みます。

３ 地方財政計画伸率は、地方税及び所得譲与税以外は都道府県分を含んだ数値です。

（１） 一般財源は、１．６％増となっています。

（２） 地方税は、市町村民税が景気回復傾向から増加となる一方、固定資産税が評価替えの影響により減少

となっています。

また、国庫補助負担金の一般財源化に伴う税源移譲により地方譲与税が大幅に増加となっています。
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（単位：百万円、％）（表２の附表）主な地方税の状況

収入見込額 対前年度伸率

平成１８年度 平成１７年度 平成18年度 平成17年度

市 町 村 民 税 １０５，１４８ ９５，７９８ ９．８ １．６

個 人 均 等 割 ２，８５３ ２，５０４ １３．９ ２４．６

所 得 割 ７９，４８４ ７１，７４９ １０．８ △ ０．８

法 人 均 等 割 ５，３９０ ５，３０６ １．６ △ ０．５

法 人 税 割 １７，４２１ １６，２３９ ７．３ １１．２

固 定 資 産 税 １２９，５３９ １３６，５１１ △ ５．１ ０．２

（３） 地方交付税は、地方財政計画５．９％減に対して、１．０％減となっています。なお、地方交付税の

振り替え措置である臨時財政対策債を加えて比較すると、２．７％減となっています。

（４） 使用料・手数料は、地方財政計画０．１％増に対して、１．２％減となっています。

（５） 国庫支出金は、「三位一体の改革」による平成１８年度の国庫補助負担金改革における、児童手当国

庫負担金及び児童扶養手当給付費負担金の国庫負担率引下げなどにより、５．０％減となっています。

（６） 県支出金は、児童手当国庫負担金の国庫負担率引下げに伴う県負担分の増などにより、６．９％増と

なっています。

（７） 財産収入は、財産売払収入の増などにより、９．７％増となっています。

（８） 地方債は、臨時財政対策債が１１．１％減少したことが影響して、７．５％減となっています。

（９） その他の収入では、繰入金（７．１％減）などの減少により、５．６％減となっています。

～ 総務費などが減少し、民生費などが増加 ～３ 目的別歳出

目的別歳出の主な内訳・内容は、次のとおりです。

（単位：百万円、％）【表３ 目的別歳出の状況】

平 成 １８ 年 度 平 成 １７ 年 度

予 算 額 構 成 比 対前年度伸率 予 算 額 構 成 比 対前年度伸率

議 会 費 ７，３８６ １．０ △ ３．７ ７，６７２ １．０ △１３．１

総 務 費 ８７，９４９ １２．０ △ ６．９ ９４，５０９ １２．８ △ ０．１

民 生 費 １８１，０２０ ２４．７ ３．７ １７４，５７９ ２３．７ △ ０．６

衛 生 費 ７０，１３４ ９．６ △ ２．３ ７１，８１３ ９．８ △ ６．４

労 働 費 １，５２１ ０．２ ２．９ １，４７８ ０．２ △１３．３

農林水産業費 ３０，５３９ ４．２ ０．６ ３０，３７１ ４．１ △１７．４

商 工 費 ３０，３８８ ４．１ △ １．８ ３０，９４１ ４．２ △ １．１

土 木 費 １０６，５６０ １４．５ ０．８ １０５，７０５ １４．４ △ ９．２

消 防 費 ３３，５８２ ４．６ １．９ ３２，９４６ ４．５ １．２

教 育 費 ８７，４６３ １１．９ △ １．８ ８９，０８２ １２．１ △ ７．８

災害復旧費 ３０６ ０．０ △８１．８ １，６７８ ０．２ ６２９．６

公 債 費 ９１，６０３ １２．５ １．２ ９０，５４６ １２．３ △ ４．８

諸 支 出 金 ３，６８９ ０．５ △ ４．８ ３，８７６ ０．５ １３１．８

予 備 費 １，０７９ ０．２ △ ５．８ １，１４６ ０．２ △１１．６

歳 出 計 ７３３，２１９ １００．０ △ ０．４ ７３６，３４２ １００．０ △ ４．３

（１） 目的別経費の構成比は、民生費（２４．７％）、土木費（１４．５％）の割合が高く、この２項目で

全体の３９．２％を占めています。

（２） 総務費は、６．９％減となっています。

（３） 民生費は、児童手当制度の拡充（支給対象年齢の引上げ等）などにより３．７％増となっています。
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～ 普通建設事業費が５年ぶりに増加 ～４ 性質別歳出

性質別歳出の主な内訳・内容は、次のとおりです。

（単位：百万円、％）【表４ 性質別歳出の状況】

平 成 １８ 年 度 平 成 １７ 年 度

対前年度伸率 対前年度伸率
予 算 額 構 成 比 予 算 額 構 成 比

地方財政計画 地方財政計画当初予算 当初予算

義務的経費 ３２７，２３８ ４４．６ １．５ ３２２，５０５ ４３．８ △ １．２

人 件 費 １５５，６７４ ２１．２ △ １．９ △ ０．６ １５８，７２６ ２１．６ △ １．７ △ １．２

扶 助 費 ７９，９６１ １０．９ ９．２ ７３，２３４ ９．９ ４．９

公 債 費 ９１，６０３ １２．５ １．２ △ ０．６ ９０，５４５ １２．３ △ ４．８ △ ２．２

普通建設事業費 １２１，９３７ １６．６ １．９ △ ３．２ １１９，６３９ １６．２ △１７．９ △ ４．５

補助事業費 ３７，４８９ ５．１ ８．２ △ ３．３ ３４，６３７ ４．７ △ ５．０ △ ７．０

単独事業費 ８４，４４８ １１．５ △ ０．７ △ ３．２ ８５，００２ １１．５ △２２．３ △ ３．０

そ の 他 ２８４，０４４ ３８．８ △ ３．５ ２９４，１９８ ４０．０ △ １．０

総 額 ７３３，２１９ １００．０ △ ０．４ △ ０．７ ７３６，３４２ １００．０ △ ４．３ △ １．１

（注）扶助費は、社会保障制度の一環として生活困窮者、身体障害者等に対してその生活を維持するために支出される経費です。

（１） 義務的経費は、人件費１．９％減となったものの、扶助費９．２％増、公債費１．２％増となったこ

とから、１．５％増となっています。

（２） 普通建設事業費は、単独事業費が０．７％減（地方財政計画３．２％減）となる一方、補助事業費が

８．２％増（地方財政計画３．３％減）となったことから、１．９％増（地方財政計画３．２％減）と

なっています。

（単位：％）（表４の附表）当初予算における普通建設事業の過去の伸率の状況

普通建設事業費（地財計画）
補助事業費（地財計画） 単独事業費（地財計画）

平成１３年度 １２．７ （△ ４．４） ４４．３ （△ ２．５） ３．４ （△ ５．４）

平成１４年度 △１４．１ （△ ９．５） △３１．７ （△ ８．５） △ ６．９ （△１０．０）

平成１５年度 △ ０．８ （△ ５．３） １１．８ （△ ５．０） △ ４．７ （△ ５．５）

平成１６年度 △ ３．４ （△ ８．４） △ ７．８ （△ ６．５） △ １．８ （△ ９．５）

平成１７年度 △１７．９ （△ ４．５） △ ５．０ （△ ７．０） △２２．３ （△ ３．０）

（３） その他の経費は、積立金４９．７％減、物件費３．１％減などにより、３．５％減となっています。

第２ 公営企業
岐阜県内の市町村及び一部事務組合等が経営する上水道、下水道等の地方公営企業は、住民の日常生活に密

接に関連するサービスを提供するとともに、地域の活性化にも重要な役割を担っています。

平成１８年度における市町村地方公営企業の当初予算は、次のとおりとなっています。

～ 下水道事業、水道事業、病院事業等で予算規模が増加 ～１ 予算規模

当初予算の規模は、２，５５４億６８百万円であり、前年度と比べて０．５％の増となっています。

予算規模を事業別で見ると、下水道事業が９７９億３１百万円（全体の３８．２％）と最も大きく、次い

で病院事業９２９億４百万円（同３６．４％）、水道事業５３７億１９百万円（同２１．０％）､介護サー

ビス事業４８億９０百万円（同１．９％）の順となっています。

予算規模が増加した事業は、水道事業が最も大きく１０億９０百万円（対前年度２．１％増）、下水道事

業が１０億４３百万円（同１．１％増）、病院事業が５億５７百万円（同０．６％増）等となっています。

逆に予算規模が縮小した事業は、観光事業１１億６８百万円（対前年度３１．５％減）、市場事業の２億

５６百万円（同１６．５％減）、宅地造成事業の２億２百万円（同２３．４％減）等となっています。

地方公営企業の予算規模 ･･･ 企業経営に伴う建設投資額、企業債元利償還金、人件費、材料費、修繕費等の支出の合計
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～ 下水道事業と水道事業で建設投資額全体の約９割を占める ～２ 建設投資額

建設投資額は６８７億３８百万円となっており、前年度と比べて１０．４％の減となっています。

建設投資額を事業別に見ると、下水道事業の４０７億２８百万円（全体の５９．３％）が最も多く、次い

で水道事業が２０７億１５百万円（同３０．１％）、病院事業が６７億４２百万円（同９．８％）の順とな

っています。

建設投資額の事業内容を見ると、下水道の整備及び水道の整備で全体の約９割（８９．４％）を占めてい

ます。その他の事業では、病院事業の割合が大きく、大垣市の大垣市民病院増改築事業（平成１３年度から

継続）などが計画されています。

「建設投資額」の「普通会計における普通建設事業費」に対する比率は５６．４％となっています。

【表５ 地方公営企業当初予算の状況】
（単位：百万円、％）

当初予算編成 予 算 規 模 建 設 投 資 額

団 体 数 平成１８年度 対前年 平成１７年度 平成１８年度 対前年 平成１７年度

構 成 比 構 成 比 構 成 比 構 成 比18年度 17年度 予算規模の額 度伸率 予算規模の額 建設投資の額 度伸率 建設投資の額

下 水 道 ４０ ４５ ９７，９３１ 38.2 1.1 ９６，８８８ 38.1４０，７２８ 59.3△13.0４６，８３０ 61.1

病 院 １３ １３ ９２，９０４ 36.4 0.6 ９２，３４７ 36.3 ６，７４２ 9.8△28.2 ９，３９６ 12.3

上 水 道 ３８ ４１ ４５，１３４ 17.6 3.6 ４３，５５１ 17.1１７，６６０ 25.7 6.9１６，５１４ 21.5

簡易水道 ２３ ２８ ８，５８５ 3.4△ 5.4 ９，０７８ 3.6 ３，０５５ 4.4△ 5.3 ３，２２７ 4.2

水 道 計 － － ５３，７１９ 21.0 2.1 ５２，６２９ 20.7２０，７１５ 30.1 4.9１９，７４１ 25.7

介 護 １６ ２１ ４，８９０ 1.9 5.5 ４，６３５ 1.8 １３８ 0.21433.3 ９ 0.0

観 光 ６ ９ ２，５４１ 1.0△31.5 ３，７０９ 1.5 ３８ 0.1△85.1 ２５５ 0.3

市 場 ５ ５ １，２９１ 0.5△16.5 １，５４７ 0.6 １３８ 0.2 305.9 ３４ 0.1

駐 車 場 ９ １０ ９００ 0.4△14.1 １，０４８ 0.4 ４ 0.0△55.6 ９ 0.0

宅地造成 ３ ３ ６６２ 0.3△23.4 ８６４ 0.3 ２２７ 0.3△44.2 ４０７ 0.5

と 畜 場 ３ ３ ４６９ 0.2 12.7 ４１６ 0.2 ８ 0.0△38.5 １３ 0.0

電 気 ２ ２ １６１ 0.1△20.7 ２０３ 0.1 ０ 0.0 0.0 ０ 0.0

合 計 １５８ １８０ ２５５，４６８ 100.0 0.5２５４，２８６ 100.0６８，７３８ 100.0△10.4７６，６９４ 100.0

第３ 圏域別の状況
県内市町村の平成１８年度当初予算額を５圏域別に集計すると、各圏域の予算規模の県内市町村全体に占め

る割合及び前年度の当初予算規模に対する増減率は、次のようになっています。

１ 普通会計

県内市町村全体の予算規模に占める割合は、岐阜圏域が３３．８％で最も大きく、次いで中濃圏域、西濃

圏域、東濃圏域、飛騨圏域の順となっています。

前年度の当初予算規模に対する増減率は、西濃圏域が２．２％増加した以外はマイナスの伸率となってい

ます。

なお、普通建設事業費については、西濃圏域、飛騨圏域を除いてマイナスの伸率となっています。

２ 公営企業

県内市町村全体の予算規模に占める割合は、岐阜圏域が２７．８％で最も大きく、次いで西濃圏域、東濃

圏域、中濃圏域、飛騨圏域の順となっています。

前年度の当初予算規模に対する増減率は、西濃圏域が８．２％、中濃圏域が３．５％それぞれ増加した以

外はマイナスの伸率となっています。

なお、建設投資額については、西濃圏域を除いてマイナスの伸率となっています。
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【表６ 圏域別の予算規模等の状況】
（単位：百万円、％）

飛 騨 圏 域

高山市 飛騨市 下呂市

大野郡

対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率予算規模(県全体

うち建設事業 費に占める割合) 予算規模

普通会計 89,771(12.2) △ 0.2 22.4

公営企業 21,355(8.4) △13.0 △29.9

対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率予算規模(県全体

うち建設事 業費に占める割合) 予算規模

普通会計 247,588(33.8) △ 1.4 △ 6.4

公営企業 71,031(27.8) △ 2.4 △ 5.8

岐 阜 圏 域 中 濃 圏 域

西 濃 圏 域 東 濃 圏 域岐阜市 羽島市 関市 美濃市

各務原市 美濃加茂市 可児市

大垣市 海津市 山県市 瑞穂市 郡上市 加茂郡 多治見市 中津川市

養老郡 不破郡 本巣市 可児郡 瑞浪市 恵那市

安八郡 揖斐郡 羽島郡 本巣郡 土岐市

対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率 対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率予算規模(県全体 予算規模(県全体

うち建設事 業費 う ち建設 事業費に占める割合) 予算規模 に占める割合) 予算規模

普通会計 129,304(17.6) 2.2 12.4 普通会計 123,260(16.8) △ 1.2 △ 3.6

公営企業 62,271(24.4) 8.2 11.3 公営企業 56,762(22.2) △ 0.2 △13.2

対 前 年 度 当 初 予 算 伸 率予算規模(県全体

うち建設事業 費に占める割合) 予算規模

普通会計 143,296(19.6) △ 0.4 △ 1.4

公営企業 44,049(17.2) 3.5 △25.5


